ページ   ／   

効果集計表
作成単位

作成年月日
作成者
番号


CM顧客管理システム








93.8.25
富田
1534

要員体制
現状の体制
期待される削減工数


営業
2人
コンサルタント（技術者）
15人
総務
2人
事務員など
6人
  合計
25人
各人
28時間／年
（コンサルタント等）
事務員
40時間／年

68時間／年

（8.5人日＝0.03人年）

経済効果
効果の種類
現　状
新ｼｽﾃﾑ
差
効果金額
備　考


省力効果
異動情報入手
各人

事務
各人
事務
－

160H
各人
事務
－

320H
各人
事務
現行とほぼ同じとみた

△160H
（千円／年）
－

△480
＠千円／時間
 3


台帳更新
各人

事務
－

240H
－

80H
－

160H
－

480
 3


抽出・出状作業
各人

事務
44H


40H
6H


8H
38H


32H

380


96
10

 3


整理作業
各人

事務
10H


24H
20H


16H
△10H


8H

△100


24
10

 3










小  計
経費削減効果
54H
464H
26H
424H
28H
40H

400











各種DM費用

4,000通
3,000通

1,000

200
1回当たり1,000通→
750通に減少
＠200円で年4回発生


宛名書き費用
（アルバイト）
4,000通
1,000通

3,000

75
3,000通×＠25円
(一部は手書きで残す)


情報誌費用

4,500通
3,600通

900

540
1回当たり750通→
600通に減少
＠600円／通で年6回


あいさつ状費用

4,000通
3,600通

400

40
1回当たり2,000通→
1,800通に減少
＠100円／通で年2回


小  計
合  計




855


1,255


定性効果
１.パソコン利用を軸にして企業別責任者制の導入などで、顧客台帳の更新精度を格段に改善する（常にほとんど正しい状態とする）ことにより、あいさつ状が遅れて届いたり（0にする）、古い肩書きのまま届いたりして（ほぼ0にする）顧客の信頼性を失うことを防止する。
さらには、タイムリな更新がされていることで「さすが」と思わせるところまでもっていく。
２.顧客台帳が正確に更新されることにより「安心して」顧客台帳を利用できる。
３.年2回のあいさつ状出状前あるいはイベント企画時に集中的に台帳内容の確認を各人が行うことの精神的負担と業務への悪影響を排除する。
４.より適切な人にあいさつ状や情報誌が届く（80％から95％に改善）ことにより、有効なPR機会の増大が図られる。
５.タイムリに適切なDM発送先が抽出できる（現状1回5時間以上が1時間以内に）ことを前提に、各種の事業を企画することができるようになる（対象者別セミナ、説明会開催など）。

　　　　　　　　注：この効果集計表は標準様式（事前のワークシート「経済効果見積り表」などがあることを
前提にしている）に対し「差」の欄を追加している。この程度は「応用」の範囲である。
H04





手続きﾙｰﾙ、


標準化による。





重複更新の


排除など








